
　村では地震に強いまちづくりを目指し、戸建て木造住宅の耐震性を向上させるため、一定の条件を満たす戸建て
木造住宅の以下に掲載する耐震化工事等費用の一部を補助します。この機会にご自宅の耐震化について、ご検討く
ださい。

①村に存在する戸建て木造住宅で、現に住宅所有者の居住の用に供されているもの
②在来軸組構法、枠組壁工法または伝統的構法によって建築された地上階数が３階以下のもの
③昭和56年5月31日以前に着工したものまたは平成28年熊本地震によりり災したことが確認できるもの
④住宅の所有者かつ居住者で、村税の滞納のない人
※要件は主要なものを抜粋しています。詳細については定住促進課へお問い合わせください。

南阿蘇村戸建て木造住宅耐震改修等事業のお知らせ
戸建て木造住宅の耐震化を支援します

耐震改修設計への補助金の交付を過去
に受けたことがないもの

①耐震改修設計工事
耐震改修設計から耐震改修工事まで総合
的に実施するものの補助

②耐震改修設計
耐震改修工事を行うための設計費の補助

③耐震改修工事
耐震改修設計を基に行う、住宅の改修工
事費の補助

④建替え設計工事
耐震性がない住宅を解体し、同じ敷地で
の建替え設計工事費の補助

⑤耐震シェルター工事
家屋が倒壊しても一定の空間を確保する
ための耐震シェルターの設置費の補助

共通要件のみ

耐震診断の結果、倒壊の危険性がある
もの

耐震診断の結果、倒壊の危険性がある
もので、省エネ基準などに適合した住
宅を建築すること

旧耐震：共通要件のみ
新耐震：耐震診断の結果、倒壊の可能
性がある、または大規模半壊以上の
り災をしている住宅

補助率個別要件補助メニュー 補助金の額

〈問い合わせ〉定住促進課 定住促進係　℡0967（67）2705 〈問い合わせ〉定住促進課 定住促進係　℡0967（67）2705

ブロック塀の安全性を確保しましょう
　地震などによって倒壊したブロック塀は、道路をふさぎ、被災者の避難や救助活動を妨げます。ブロック塀は、
プライバシーの確保や防犯などの役割を持っていますが、地震時に人命を脅かす凶器となる可能性があります。
　ブロック塀は私的財産であり、所有者の責任における管理が必要です。また、村で管理しているブロック塀に関
しても何かお気づきの点がありましたら、定住促進課までご連絡ください。
　一般的なブロック塀は、建築基準法施行令や平成12年建設省告示で基準が設けられています。
ブロック塀の安全性を確保しましょう。
　倒壊の恐れがある危険ブロックの撤去や改修に対する補助も行っていますので、ご利用ください。

南阿蘇村危険ブロック塀等安全確保支援事業
　村では、地震などにより倒壊の恐れがある危険なブロック塀などについて、その撤去と改修を行う人に対しての
補助事業を実施しています。

　•これから危険なブロック塀などの撤去とそれに伴う新設を行う人
　•所有している危険なブロック塀が避難・通学路に面している人
　•村税などを滞納していない人
　※その他にも要件がありますので、詳しくは定住促進課までご連絡ください。

事業内容 補助率 限度額

①

②

危険ブロック塀などの撤去

安全なブロック塀などの新設

10/10

10/10

20万円 

20万円

備考

補助対象は①の事業後に限る

項目 建築基準法施行令で定める基準

1. 高さ

2. 壁の厚さ

3. 控壁

4. 基礎

5. 鉄筋等

■対象となる人（一部例）

　5月1日（水）～10月31日（木）
■受付期間

■補助額

■コンクリートブロック塀の基準

2.2m以下とすること。

塀の高さ2m以下⇒10㎝以上
塀の高さ2m超　⇒15㎝以上

高さが1.2mを超える塀は、長さが3.4m以下ごとに控壁（径9㎜以上の鉄筋を配置したもので、
塀の高さの5分の1以上の長さのもの）を設ける。

高さが1.2mを超える塀は、基礎の丈は35㎝以上、基礎の根入れ深さは30㎝以上とする。

①鉄筋径9㎜以上を使用する。
②縦筋、横筋ともに80㎝以下の間隔で配置する。
③壁頂および基礎には横に、壁の端部および隅角部には縦に配筋する。
④鉄筋の末端はかぎ状に折り曲げて、縦筋は壁頂および基礎の横筋に、横筋は縦筋にかぎ掛け
して定着する。

各補助メニュー共通の要件

受付期限：10月31日（木）【土・日・祝日を除く】まで
※提出書類やその他詳しいことは、事前に定住促進課へお問い合わせください。

※熊本県の耐震診断士派遣制度が令和2年度に終了したため、南阿蘇村の派遣制度を令和3年度より創設しました。

補助メニュー一覧

令和6年度事業受付

80％以内

2/3以内

50％以内

80％以内

50％以内

最大 100万円

最大 20万円

最大 60万円

最大 100万円

最大 20万円

他の補助制度などによる補助金の交付を受けて耐震
診断を行っていないもの

⑥耐震診断
戸建て木造住宅の耐震診断を行うための
耐震診断費用の補助

個別要件補助メニュー 自己負担の額

5,500円程度

村HP

10 112024.5 2024.5


